
神戸市会活性化に向けた改革検討会　優先検討項目の各会派の考え方（マトリックス版）
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○　議会基本条例の制定

・改革検討会
の集大成とし
て，市民と議
会の関係，意
思決定機関と
しての役割を
明記した議会
基本条例を神
戸市会も制定
すべき。

・議会改革の
取り組みが市
民に理解して
もらい易いと
言う側面があ
る一方，他都
市での先行事
例を見ても条
例化によるメ
リットが感じら
れない。

・仮に議会基
本条例を制定
するとしても，
理念的内容と
すべきでない
か。

・議会基本条例
として明文化す
ることが議会改
革の上で極め
て重要。

・規定項目は，
①議会の基本
理念―議会の
存在意義　②議
会の機能，役割
１―執行機関と
の関係　③議会
の機能，役割２
―市民との関
係　④議会の会
議体，運営原則
（委員会活動，
会期，会派の定
義など含む）
⑤議員個々の
役割，責務，活
動原則　⑥市会
事務局のあり方
（人事，予算の
あり方）

・議員報酬，定
数についてはす
でに条例がある
ため，含まな
い。

・制定すること
には異議はな
いが，市会改
革についての
議論を経た上
で検討すべ
き。

・制定すると
すれば，議会
や議員の役
割，当局に対
するチェック機
能という，議
員，議会の役
割，市民に開
かれた議会を
めざすなど，
条例の目的を
明確にするこ
とが必要。

・ローカルア
ジェンダ（実行
計画）2011の
中で，“議員間
の自由討論・
市長からの反
問権・議会報
告会を定めた，
議会基本条例
案を作成”と明
記している。

・議会がどうい
う指針を持って
運営されるの
か，議員の総
意として条例
がまとまるべく
努力すべき。

・しかし,形式だ
けに拘って制
定するようなも
のではない。

・制定後は常
にPDCAサイク
ルに基づき，そ
の条例を検証
をおこなうべ
き。

・議会基本条
例は，市民に
とって議会活
動等がわかり
やすくなるとい
う意義があ
り，また，今後
の市会の議会
運営の指針に
もなる。本市
会では，これ
までの議会改
革の検討結果
をまとめる上
でも制定の意
味はある。

・規定項目に
ついては，改
革の実践が伴
うものでなけ
ればならず，
また，会議規
則などの他の
例規との関係
があるため，
慎重に検討す
べき。

・市会活性化
にむけた議論
を生かすため
にも，２元代
表制を首長と
対等に担う議
会が，議会の
あり方や議員
の役割と責務
などの理念，
原則を定める
ために条例制
定は必要。

・本来的には，
「自治体の憲
法」（最高規範）
としての「自治
基本条例」を制
定するなかで，
議会の権能や
役割などを明記
すべきだが、本
市の場合，「協
働と参画３条
例」が既に制定
されており，議
会独自の「基本
条例」の制定に
異論はない。

・ただ，先行条
例の多くは議会
と議会事務局
の「自己規律条
例」であるとの
批判もあり，た
たき台の段階
から公募市民
や学識経験者
らによる「第三
者委員会」での
キメ細かい検
討，公開討論会
やパブリックコメ
ントなどを経
て，成案を得る
べき。

・議会がどのよ
うな役割を持
ち，機能を発揮
しているのか，
議会の在り方，
考え方を明文
化することによ
り，市民にとっ
て議会活動等
がわかりやすく
なるという意義
がある。

・しかし，全国
的な議会基本
条例の制定の
波には疑問を
感じないわけで
はない。

・議会改革の実
が挙がれば，あ
えて条例化は
必要ないが、少
なくとも，会議
規則で定める
べき事項を議
会基本条例で
定めるような愚
があってはなら
ない。

別紙２
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○　地方議員の身分について

議員の責務，業務

・議員活動と政
治活動を区別
することは，困
難であるが，
議員活動のう
ち公務でない
部分を業務と
して捉えては
どうか。

・神戸市会とし
て，議員の身
分の定義を明
記することに法
的に問題はな
いかという懸
念はある。

・ただ、地方分
権が叫ばれて
いる中，権限
が強化されれ
ば，神戸市会
として独自の
議員の身分の
定義を定めて
もいいのでは
ないか。

・制約的に考え
ず，実態に即し
た活動を責
務，業務とす
べき。

・例としては，
調査権に基づ
く執行機関の
事務事業の調
査，評価，そし
て本会議，委
員会ほか協議
調整の場にお
ける審議，審
査，討論，議案
提出などはも
とより，これら
の活動の基盤
となる市民の
意見，要望聴
取・調査，市政
に資する内外
の諸事例の視
察・調査，公式
行事への出
席，市民への
説明，広報な
どを明文化す
べき。

・地方自治法
で明記すること
が必要。

・議員の責務，
役割は，市政
に対するチェッ
ク機能を果た
すこと，市民生
活を少しでもよ
くなるような改
善策を提起す
ること。

・そのために，
日常的に市民
から市政への
要望を聞き，
現在の施策と
の関連で検討
し，必要な改善
策を提起する
ことが求められ
る。

・議員は，本市
の厳しい財政
事情を厳しく
チェックすると
同時に“市民
に負担を求め
る前に，まずは
議員が身を切
るべき”であ
る。

・財政の無駄
使いのチェッ
ク，そして議
員・公務員の
削減，給与カッ
ト，天下りの禁
止を行い，そ
のプロセスを
市民に理解を
求める不断の
努力が必要不
可欠。

・地方分権時
代における，
地方議員の責
務・業務の大き
さに鑑みれ
ば，議員の法
的位置付けを
明確に規定す
るよう，これま
でのように決
議や意見書な
どを通して，声
を上げていくべ
き。

・議員は議会に
出席し，議案の
審議などを行う
だけではなく，
公式・非公式を
問わず，調査
研究活動，市
民代表として市
民意思を把握
するための活
動など様々な
活動があり，そ
の職務は，とり
わけ政令市で
は常勤・専業化
している。
　
・また，地方分
権時代におい
て議会に期待さ
れている利害
調整機能，政
策形成機能及
び監視機能を
十分に発揮す
るためには，議
会改革や政策
立案など今まで
以上に積極的
に議員活動を
展開していくこ
とが必要。

・議員は，市民
の代表として
選挙により選
ばれた公職に
ある者として，
議事機関であ
る議会を構成
し，議案等の
審議・審査など
を行うととも
に，高い倫理
性を確立し，誠
実かつ公正に
職務を遂行す
る役割がある。

・地方の時代
に入って，地方
議員の役割は
ますます大きく
なっている。

・２００８年５月
の地方分権改
革推進委員会
勧告では「開
かれた議会」
「討論する議
会」「衆知を集
める議会」「行
動する議会」へ
向けた議会改
革を提起して
おり，議員の
責務，業務は
さらに拡大す
る。
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・現在の非常勤
特別職公務員
という立場は適
当ではなく、「公
選職」とも言う
べき，業務の意
義，実態に即し
た職種を設ける
べき。

・報酬について
も，市民が期待
する議員の活
動を推進するな
らば，「片手間」
な活動ではとう
ていその期待
に応えることは
難しい。

・このため，報
酬は業務内容
を勘案して決定
されるべきであ
り，制度上の趣
旨からは「報
酬」ではなく「歳
費」とすべき。

・また，「公選
職」となれば「費
用弁償」として
ではなく，一般
の公務員と同
様実費支弁で
よい。

・調査活動につ
いては，原則
「政務調査費」
として支弁し，
いたずらに減額
すべきではな
い。

・どのような名
称とするかは別
にして，公職と
して明確に位置
づけされること
が必要。

・議員報酬につ
いては，基本的
には議員活動
が保障され，一
定レベルの生
活が保障される
額であり，第三
者機関での議
論が必要。

・政令市の中で
もトップレベル
であり，当面３
割程度の削減
が必要。

・会議等に出席
したときだけの
日給制は適切
ではない。

・費用弁償は，
報酬に含まれ
ているとの立場
で，廃止すべ
き。

・ローカルア
ジェンダ（実行
計画）2011の
中で，“議員報
酬の月額３割
削減・ボーナス
５割削減，費用
弁償も廃止。”
と明記してい
る。

・徹底した行政
改革で財源を
捻出すること
は勿論，先ず
は議員が率先
垂範し議員報
酬のカットを行
なうべき。

・先ずは議員
全体として２割
削減すべき。

・現在の地方
議員の身分に
ついても，公選
職としての身
分保障が十分
ではない。

・議員報酬は，
議員活動の実
態に即せば，
見直しが必要
であるとは考
えないが，議
会費トータル
の議論の中
で，例えば政
務調査活動の
拡充などが検
討の一環とし
て議論すること
は否定するも
のではない。

・費用弁償は，
適正な見直し
を行ったところ
であり，現行の
ままでよい。

公選職としての身分保障と健全性確保（議
員報酬（第三者委員会での検証を含む），費
用弁償の在り方）

・公選職として
の身分保障を
確立するために
は，全国自治体
議員の総意を
もって法改正が
必要であり，そ
れには，地方分
権改革（地域主
権）とも合わせ
て，粘り強い運
動を取り組むこ
とが必要。

・費用弁償は，
今期より改定さ
れたので，現行
のままでよい。

・議員報酬は，
政令指定都市
との比較や議
員の資質向上
なり，人材確
保，議員の身分
保障等々を検
討の上，議会で
適切に判断す
るべき。

・現下の厳しい
経済状況の
中，２０年近く
報酬の改定は
見送られてい
るが，議員とし
ては耐えること
が求められて
いると思う。

・現在の総額
を変える必要
はない。

・地方議員の職
務や位置付け
は，その期待さ
れる役割を十
分に果たせるよ
う自治法上「公
選職」との明確
化が必要。

・議員報酬の在
り方について
は，参考人・公
聴会制度を十
分に活用しなが
ら、議員活動の
範囲と定義づ
け，議員の職務
の明確化なども
あわせて議論
することが必
要。

・その際，議会
活動や議会改
革の成果を説
明するなど，市
民の目に見える
過程が重要。

・費用弁償は，
全国的に廃止
の流れであり、
廃止の方向で
検討し，最低で
も実費支給とす
べき。

・地方議員の
位置づけは首
長とともに「公
選職」として，
地方自治法・
地方公務員法
の見直し，新
たな法律整備
が必要。

・議員報酬や
費用弁償のあ
り方は，根拠
のない“○割
削減”ではな
く，公募市民や
学識経験者ら
による「第三者
委員会」でキメ
細かい検証を
行ってもらい，
答申を得るべ
き。

・神戸市会の
議員は，片手
間で務まるも
のではなく，職
務に専念すべ
きであり，その
内実からして
今の議員報酬
は決して高い
ものではない。

・費用弁償に
ついても，見直
しを行ってきて
おり，現状のま
までよい。

・国会議員が
有する免責特
権や不逮捕特
権について
は，求めない。
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・ローカルア
ジェンダ（実行
計画）2011の
中で，“議員定
数を25%削減
（69名→52
名）”と明記し
ている。

・一人あたりの
議員数となれ
ば横浜は
42900人に一
人，一方，神戸
市は22400人
に一人。

・他の一般市と
比べて多くの
事業を抱え
チェック機能が
必要とはいえ，
市の財政を改
善するため一
層のスリム化
が必要。

・本市会では，
すでに平成１８
年３月に，それ
までの定数７２
を６９に改正し
ている。

・その結果、議
員１人あたりの
人口は22,000
人程度で，他
の政令指定都
市や近隣市な
どと比較しても
大きい。

・市民の多様
な意見を市政
に反映すると
いう観点から
は，現在の議
員定数をさら
に削減すること
には賛成でき
ない。

・定数のあり方
については、
市民福祉の向
上のため，い
かに議会機能
（民意吸収，監
視，政策立案
機能など）を維
持・向上させる
かという視点で
考えることが重
要。

・米、英、独、
仏、韓などと比
較しても，各国
の地方制度の
違いはあるが，
日本の地方議
員が多すぎると
は言えない。

・多様な市民の
考えを反映させ
るために基本的
に定数削減は
慎重に，「第三
者委員会」で検
討すべき。

・ある政治学者
は安直な議員
削減，報酬削減
は「民主主義の
デフレ」であり，
「安かろう，悪
かろう」の質的
低下を招きか
ねないと警鐘を
鳴らしている。

・自治法改正
で，法定上限の
撤廃が行われ，
これまでの上限
を上回る定数と
することも許さ
れるようになっ
た。

・逆に，神戸市
会では，すでに
平成１８年３月
に，それまでの
定数７２を６９に
改正したところ
である。

・他の指定都市
をみても，議員
１人あたりの人
口は，上から７
番目くらいで，
人口に比しての
議員定数は平
均を下回る。

・多元的な民意
を吸い上げるに
は，現在の議員
定数が少ないこ
とはあっても，
多いとは認めら
れない。

・議会改革を
継続すること
が前提であり，
拙速な結論を
出す必要はな
い。

・議員定数は，
政令指定都市
との比較や議
員の資質向上
なり，人材確
保，議員の身
分保障等々を
検討すべく第
三者委員会に
諮問し，その
内容に応じて
議会で適切に
判断するべき。

○議員定数

・議会制民主主
義の根幹であ
り、住民の意思
を十分に反映で
きるものでなけ
ればならず，少
なければいいこ
とにはならな
い。

・特に，政令指
定都市の場合，
人口に対する
議員定数は一
般市などと比べ
て少ない。

・当面，自治法
で規定されてい
た上限の72が
妥当であり、一
度72に戻し，議
員の活動内容
とも関連させな
がら，第三者機
関の意見も聞
いて検討すべ
き。

・各区の定数に
ついては、国勢
調査に基づき，
その都度変更
するという，現
在のやり方が
妥当。

・民主主義の要
請からは，単な
る行政改革に
おける公務員
数削減と同様
に考えるべきで
はない。

・できるだけ多く
の市民意見を
聴取し，要望を
受け，市政にき
め細かく反映す
るには，一定の
人口比の水準
が必要。

・ただ，議会に
おける諸活動を
充実するため
の財源確保の
方策の一つとし
て，一定の定数
削減はやむを
得ない。

・どこまでも市
民の意見をい
かにきめ細かく
吸収し，市政に
反映するか，そ
の点が判断基
準。

・強大な行政
機構と対峙し
ている現況に
鑑みると，行政
をチェックし，
市民生活を守
るためには現
在の議員数が
過大であると
は云えない。
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